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一般質問は､議員が市政全般について､自由なテーマで市長に質問･政策提言を行うもので､市民の声を
市政に届けるものです｡３月定例会では､ 18名の議員が一般質問を行いました｡ここでは､質問と答弁
の一部をご紹介します｡なお､質問の内容は､質問した議員が作成しています｡

☑

％増加している。増加の要因としては、農地所有
者の高齢化や後継者不足などによると認識して
おり、これは本市に特化した状況ではなく全国
的な傾向と考えている。

◆若い世代に農業の魅力を感じていただき、支
　えていくには
　新規就農者数の変化と本市の特徴は。
環境経済部長 毎年２人から８人が新規に就農し
ている。本市の特徴としては、直近10年の新規
就農者45人のうち、20代、30代で就農を開始し
ている方が39人と、８割以上を占めていること
が挙げられる。

録画配信の
２次元コード

◆目指すは無理なく楽しく持続できる農業
人・農地プランが地域計画として法定化され
たが、今後どのように策定していくのか。
環境経済部長 農地の所有者や耕作者に対して、
令和６年度に、農業経営形態をはじめ、将来に
おける農業経営継続の意思や後継者の有無のほ
か、耕作できない農地の扱いなどについてのア
ンケート調査を実施し、その結果を踏まえて地
域内で話し合い、将来の地域農業の在り方につ
いて合意の上、公告する。

◆農家一軒一軒に寄り添い親身な指導を
　遊休農地の面積の変化と本市の特徴は。
　　　　　　　平成27年度と令和４年度の比較
では、本市は約1.2％の増加、県全体では、約1.9

町田　昌弘（健政会）
生活の安定・向上のために、まず農業政策
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環境経済部長

　役目を終えたマンホールのふたが令和３
年12月に販売されたが、事業に対する総評は。
上下水道部長 １枚2,000円で販売を行ったと
ころ、応募件数37件、抽選により予定していた
17枚を完売した。今後は、コレクションとして
の希少性もあることから、数年の間隔を空けて
実施したいと考えている。

　「第1回埼玉デザインマンホール人気投票（一
般・キャラクター部門）」が実施され、一般部門
は川越市が１位、所沢市が２位、キャラクター
部門は入間市が１位であった。飯能市や日高市
の参加も確認できるも、狭山市のエントリーは
両部門とも確認できなかったが、その理由は。
上下水道部長 作製から30年以上経過しており、
デザイン的にも斬新さが失われているものと判
断しエントリーを見送った。今後、新たなデザ
インマンホールを作製した際には、埼玉デザイ
ンマンホール人気投票に参加したい。

録画配信の
２次元コード

　狭山市市民交流センター２階の総合案内にお
けるマンホールカードの配布について、現状と
今後の見通しは。 
上下水道部長 月平均150枚程度を配布してお
り、一定の需要はあると認識している。なお、
本市のイメージアップのツールとして活用でき
るものと考えているので、さらなる活用につい
て検討していく。

デザインマンホールふた・マンホールカード／下水道ＰＲに
金子　広和（創造）
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そこが聞きたい ! !

一般質問のようすは、インターネットで配信をしています。２次元コードから、該当議員の動画へアクセスできます。
　（パソコンやスマートフォンで視聴できます。閲覧可能期間は２年間です）

一　般 質 問

録画配信の
２次元コード

誘導区域を設定し、市民が効率的にサービスを
享受できるよう検討していく。
市長 ③立地適正化計画を策定し、厳しい社会情
勢の変化にも対応できるような、都市構造や地
域特性に応じたまちづくりを推進していく。

衣川　千代子（日本共産党）衣川　千代子（日本共産党）
利便性の高いまちづくりを目指して

土方　隆司（新政みらい）

◆まちづくりの方針について
①狭山市人口ビジョンによると、約20年後に
は人口が現在の14万人台から10万人台になる
予測だが、今後のまちづくりに対する基本的な
方針は。
②集約化や適正化を進めるにあたり、医療・教
育・商業など都市機能の維持・充実に対する市
の方針は。
③立地の適正化と利便性の高いまちづくりに向
けた市長の所信は。
都市建設部長 ①“地域の特性に応じたコンパク
トなまちづくり”を目指し、都市機能の集約化や
立地の適正化により人口が減少しても住みやす
いまちづくりを進めていく。
②鉄道駅周辺の中枢拠点や地域拠点に都市機能

録画配信の
２次元コード

◆小中学校のＩＣＴ活用に向けた環境整備につ
　いて
　通信ネットワークの整備状況と情報端末(タブ
レットなど)の配備状況は。
学校教育部長 全ての小中学校において、無線Ｌ
ＡＮによるネットワークが完備されている。情報
端末は令和２年度末で10,043台調達しており、５
年５月１日時点の児童生徒数は9,449人であり、
一人１台配備されている。

◆ＩＣＴの活用状況と今後の展望について
①情報端末を活用した授業時間の推移は。
②今後のデジタル教材などの進化を踏まえ、Ｉ
ＣＴの効果的な活用への展望は。

　　　　　　 ①情報端末を活用した小中学校
全学級の時間数は、令和４年２学期で46,569時
間、５年２学期では49,698時間となっており、
3,129時間増加している。
教育長 ②義務教育９年間の見通しをもって、情
報端末を適切かつ効果的に活用できるよう育成
を目指したい。また、研修などの充実で教師の情
報活用能力を高めるとともに、校務のＤＸ化を
促進し業務負担軽減、働き方の改善につなげて
いきたい。

内藤　光雄（新政みらい）

授業で活用している情報端末
その他のテーマ　 ▼ 第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状況は！

≪ＧＩＧＡスクール構想≫小中学校のＩＣＴ活用の状況は！

学校教育部長

▼  公共施設とインフラの老朽化対策　 ▼ 防災対策
その他のテーマ


